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⼀般病院の BCP−津波被災を乗り切るために 

Business continuity plans for general hospitals located in tsunami inundated areas  

 市⽴⼋幡浜総合病院 救急・災害対策室 
 越智元郎（gca03163@nifty.ne.jp）、川⼝久美、⼭本尚美、⽯⾒久美、叶恵美、⼆宮⼀也 

第 24 回 ⽇本災害医学会総会・学術集会（2019 年 3 ⽉ 19 ⽇、⽶⼦市） 
 ワークショップ 3. ⼀般病院の災害対応、BCP 

（抄録）当院は⼈⼝約５万⼈をカバーする、地域唯⼀の救急告⽰病院で、災害拠点病院にも指定されている
（運⽤病床数 200）。30 年以内に 70％以上の確率で襲来するとされる南海トラフ地震において 
は、震度６強の地震の約 70 分後に、１階天井に達する⼤津波に襲われる可能性がある。 
 当院では 2016 年度から、南海トラフ地震を念頭に置いた事業継続計画（BCP）を整備して来た。現時点の
項⽬数は 30 で、うち⼤津波浸⽔域にある医療機関に共通する業務として、発災後の診療提 
供能⼒の確認、治療ゾーン等の決定（⾮浸⽔域へ移動）、⽔確保と院内への供給、配膳業務、酸素確保、薬剤確
保及び処⽅情報の提供、透析業務の継続、⼿術業務の継続・再開、⼤津波到来後の院内清潔環境の復旧、トイ
レ管理業務、災害時病院宿泊環境の整備などが挙げられる。 
 各業務は、【1】地震後・津波到達前の被災状況評価および⼤津波への備えと、【2】津波到達後の被災状況評
価および復旧に⼤別される。築後 2 年、免震構造の当院では地震による建物の損壊は軽いと予想される。近隣
に対応できる医療機関はないため、津波浸⽔後の１階部分を復旧・整備しながら、被災傷病者の受⼊れ、被災
地外への送り出しを実施する。これらは断⽔・停電（最上階に⾮常発電装置あり）・⻑期にわたるエレベーター
停⽌（塩⽔による基板損傷）を前提とした対応であるが、液化酸素タンクが損壊した場合には傷病者の新規受
⼊れを制限し、重症⼊院患者等の搬出に集中する必要がある。 
 なお、地域の広い範囲が津波浸⽔域に含まれ、勤務時間外発災の場合は、道路損壊と津波のため職員の参集
は困難となる（60 分以内に来院できる職員は 31.8％）。⼀⽅、時間内発災では多数の職員の帰宅が困難とな
り、全職員の 47.1％が発災後に院内宿泊を要する⾒込みである。津波に伴う通勤、帰宅困難を考慮する必要が
ある。 
 以上、⼤津波を伴う南海トラフ地震を乗り切るための BCP について、中規模病院の⽴場で論じる。 

 

 

 市⽴⼋幡浜総合病院救急・災害対策室、越智と

申します。「⼀般病院の BCP−津波被災を乗り切

るために」と題して発表します。 
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開⽰すべきＣＯＩはありません。 

 

 

当院は⼈⼝約５万⼈をカバーする地域の、唯⼀

の救急告⽰病院かつ災害拠点病院であり、運⽤病

床数は 200 床です。南海トラフ巨⼤地震において

は、震度６強の地震の約 70 分後に１階天井に達

する⼤津波が襲来すると想定されています。 

 

 

近年、地域の基幹病院においては災害対応マニ

ュアルに加え、事業継続計画 BCP を策定する事

が求められています。これは⾮常時優先業務を実

施するための計画であり、指揮命令系統を確⽴

し、業務遂⾏に必要な⼈材・資源とその配分を準

備・計画、タイムラインに乗せて確実に遂⾏しよ

うとするものです。 
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BCP では発災直後の病院機能低下の軽減をはかり

ます。また病院機能が早期に回復するように事前

に対応策を計画します。 

 

 当院では 2016 年度から、災害医療計画の⼀部と

して、「南海トラフ⼤地震を念頭に置いた BCP」を

整備して来ました。スライドはここまで整備した

BCP の⾏動計画で、⻩⾊は⼤津波に影響を受ける

業務です。 

 

 

スライドは深夜発災を想定して昨年実施した、

当院災害訓練の想定資料です。 

 

免震構造の院内は震度４相当の揺れ、地域の揺

れは６強。停電の後 ⾮常電源稼働。エレベーター

は停⽌。断⽔・下⽔道⽀障が起こり、⼤津波警報が

出ます。 



4 
 

 

 

 

項⽬３ トリア−ジセンター・治療ゾーン等の決

定・設置。 

通常災害時は１階にトリアージセンター・治療

ゾーンを設置します。 

 

 

 

⼤津波警報下には２階にトリアージセンターお

よび治療ゾーンを設置します。 

 

 

 

 

想定傷病者数として、近隣から 10〜20 ⼈が搬⼊

されることに備えます。搬送班による機器材・傷病

者等の上⽅搬送がカギとなります。エレベーター

は停⽌し、薄暗い⾮常灯下での作業となります。１

階や屋外でのこれらの作業は津波到達予想 30 分前

には作業を終了する約束です。 
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項⽬ 26 ⼤津波到来後の院内清潔環境の復旧。 

その背景ですが、⼤津波の後、当院１階フロアは

下⽔や海⽔などで汚染し、参集した職員等がそれ

を２階の診療スペースや３階以上の⼊院スペース

に持ち込む恐れがあります。 

なお、勤務時間外発災の場合、限られた職員数で

の作業となります。また清掃作業に必要な⽔確保

についても困難が予想され、塩⽔浸⽔によりエレ

ベータも⻑期停⽌します。必要な消毒薬などが発

災直後に確保できているとは限りません。 

 

 

 
 

 

BCP への実際の記載です。 
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１階部分の発災後の状況と作業です。最初は発

災直前、地震後 停電となり⾮常灯が点灯します。

70 分後に１階天井に及ぶ津波に襲われます。津波

が引いた後、１階フロアには⽡礫と汚泥の⼭が残

されます。これらを清掃し、上層階につなぐ通路を

確保する必要があります。 
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項⽬ 28 ⼤津波に備えた重要⽂書等の退避。  

その背景として、津波浸⽔域にある重要⽂書等

の扱いを決めておかないことには、診療・災害対応

に集中できないことがあります。津波浸⽔域にあ

る重要⽂書等を⾮災害時、数年掛けて、できるだけ

減量する必要があります。そのためには電⼦化、⾼

層階保管などをはかる必要があります。 

なお、⼈員の限られた勤務時間外発災において

は、重要⽂書等に配慮しないことを事前に決定し

ています。 

 

 

 

BCP への実際の記載です。 
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 事前調査として各部署の状況と⽅針を聴取しま

した。 

 
 
 

 

この項のまとめです。南海トラフ⼤地震による

津波で失われる可能性のある重要⽂書等に関する

⽅針を BCP に記載しました。 

⼈員の限られる勤務時間外においては、患者と

職員の安全を優先し重要⽂書等は諦めます。時間

内においては地震後 40 分以内に、可能な範囲で⽂

書退避をはかることに⽅針決定しました。 

また、⾮災害時において、⽂書を各部署から順

次、病院⾼層階へ移転あるいは電⼦化を進めるな

どの準備が必要と考えられました。 
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項⽬ 30 災害時病院宿泊環境の整備 

2014 年の調査ですが、勤務時間外に発災した場

合、津波に巻き込まれることなく１時間以内に当

院へ到着できる職員は全体の 31.8％に過ぎませ

ん。 

 

 

⼀⽅、時間内発災では、多数の職員の帰宅が困難

となります。2017 年の調査では、⼥性 138 ⼈、男

性 32 ⼈、職員全体の約 47.1％が発災後に院内宿泊

を要する可能性があると答えました。そこで、職員

の宿泊環境確保のための BCP を策定することにな

りました。 

 

 

BCP 策定の⽅針として、①津波浸⽔の恐れがあ

る１階部分は当初の宿泊スペースに想定しない。

②病室は職員の宿泊スペースに想定せず、満床ま

たはオーバーベットでの病床運⽤に備える。③休

床の 1 病棟を院内全体の⼥性職員の宿泊場所に予

定。④男性職員は所属部署の近くに宿泊スペース

を確保し、複数部署合同使⽤も可とする。⑤２階以
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上の部署は１階部署の男性職員のために宿泊スペ

ースを提供。⑥所属職員数が最も多い看護部が、他

部署職員の宿泊環境の確保・整備を含め調整を担

当すると定めました。 

 

この項のまとめとして、⼤津波を伴う当地の南

海トラフ巨⼤地震において、発災時間帯により参

集困難、帰宅困難という２つの⼤きな問題が⽣じ

得ます。 

多数の職員が病院内宿泊を必要とする可能性を

念頭に、BCP 整備を通じて、的確な準備を積み重

ねて⾏きたいと考えています。 

 

項⽬ 13 ⼤災害後における酸素確保 

当院の液化酸素タンクや配管システムは震度６

強の⼤地震＋⼤津波に耐えるか、という不安があ

ります。 
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当院の酸素備蓄は 0.5KL および 7KL のボンベで

お よ そ 36KL 、 液 化 酸 素 タ ン ク に 少 な く と も

1700KL あります。１⽇当たりの酸素使⽤量は約

90KL で、液化酸素タンクや関連する配管などに損

壊がなければ約 20 ⽇分の備蓄があることになりま

す。 

 

 

もし液化酸素タンクが損壊した場合、ボンベで

の酸素備蓄は 36KL、およそ 10 時間で酸素が尽き

ることになります。 

 

 

酸素使⽤中の患者を 1.5 時間かけて転送するに

は、酸素投与あるいは⼈⼯呼吸中の患者が多い場

合には 0.5 KL ボンベが 30 本、少ない時で 17 本程

度必要です。なお、この試算において⼈⼯呼吸患者

は⼀律、毎分５L の酸素を⽤いてバッグ換気を⾏う

と仮定しました。 
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この液化酸素タンクまたは酸素配管の損壊は患

者受⼊停⽌または全病院避難につながる事態であ

ると考えています。 

 

 

結語です。南海トラフ巨⼤地震を念頭においた

事業継続計画（BCP）のうち、特に⼤津波対応のた

めの計画について紹介しました。当院と同様の状

況にある各施設の参考に供したいと思います。ま

た、全国の医療機関、救援機関におかれましては、

津波被災が予想される地域の厳しい被災条件につ

いてご理解をいただきたく、宜しくお願いいたし

ます。 

ご静聴有難うございました。 

 


